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第２６回国土審議会土地政策分科会 

令和４年５月１０日 

 

 

【武藤土地政策課企画専門官】  それでは、定刻を若干回っておりますが、ただいまよ

り第２６回国土審議会土地政策分科会を開催いたします。 

 委員の皆様方におかれましては、大変お忙しい中、御出席を賜りまして、誠にありがと

うございます。 

 本日事務局を務めさせていただいております、国土交通省不動産・建設経済局土地政策

課で企画専門官をしております武藤でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日の委員の出欠について、田村委員、飯島委員、清水委員より、御都合により御欠席

との御連絡をいただいております。また、青山委員より、１７時３０分以降から御出席さ

れるとの御連絡をいただいておりますが、本日御出席の委員の皆様により定足数に達して

いることから土地政策分科会が成立していることを、冒頭御報告いたします。 

 省庁側の出席者につきましては、お時間の都合上、事前にお送りしております座席表と

出席者一覧表をもちまして紹介に代えさせていただきます。 

 本日の資料は議事次第に記載のとおりでございます。資料は事前に送付しておりますが、

画面にも表示する予定でございます。不備等がございましたら、議事の途中でも構いませ

んので、チャット機能により事務局にお申しつけくださいますようお願いいたします。 

 また、本日の議事についてでございますけれど、冒頭のみカメラ撮り可、会議は非公開、

資料及び議事録は公表という取扱いとなっております。議事録につきましては、御発言者

のお名前も含めまして公表されますので、その点を御留意くださいますようお願いいたし

ます。 

 また、国会会期中のため、公務の関係で行政側の出席者が会議中に入退室する場合があ

るかもしれませんが、その際は御了承くださいますようお願いいたします。 

 それでは、議事に先立ちまして、大臣官房土地政策審議官の市川より御挨拶申し上げま

す。 

 市川土地政策審議官、どうぞよろしくお願いいたします。 

【市川大臣官房土地政策審議官】  皆さん、お疲れさまでございます。土地政策審議官

の市川でございます。 
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 本日は皆様、大変御多忙の中、第２６回目の土地政策分科会に御出席賜りまして、誠に

ありがとうございます。 

 本分科会におきましては、人口減少・少子高齢化が進む中で、これからの土地政策はど

うあるべきかといったことを中心に、これまで熱心に御議論を重ねていただいてきており

ますが、改めて言うまでもございませんが相続件数がますます増えて、それから土地利用

のニーズがマクロでは減っていく、それから個々人の土地に対する所有意識が薄れていく、

そんな中で、いわゆる所有者不明土地問題が大きな課題となってございます。この問題に

つきましても、山野目分科会長をはじめとしますこの分科会の皆様に熱心に御議論いただ

いてまいりました。おかげさまをもちまして、この国会で所有者不明土地の利用の円滑化

等に関する特別措置法の一部を改正する法律案が衆議院、参議院それぞれ全会一致で可決、

成立いたしまして、昨日公布されたわけでございますが、本当にこれまで活発な御議論を

いただきましたことに改めて御礼申し上げたいと思います。 

 この法改正の内容でございますけれども、市町村をはじめとします地方公共団体の方々、

あるいは地域地域で地域をよくしようという志を持って活動される方々、地道ではありま

すけれども地域にとって大変重要な取組といったものをバックアップしていく仕組みを整

備したものと考えてございます。言うまでもありませんけれども、こうした法令とか制度

は使われてこそその存在意義がございますので、今後この制度の運用の準備段階に入りま

すけれども、今後とも土地に関わる問題に向かい合って、現場でその対策に取り組む方々

のお立場に立って、今回出来上がった制度をあらゆる場面で我々としても分かりやすくお

伝えし、スムーズに活用できる環境を整備してまいりたいと考えておりますので、御理解

のほど、よろしくお願いしたいと思っております。 

 私もこの今のポストに参りまして１年近くなります。いわゆる土地政策というものでご

ざいますが、これは私の個人的な考えになってしまうかもしれませんけれども、我々の生

活、それから経済活動をはじめとする様々な我々の活動の基盤とも言える土地、その土地

を主な対象にして、よりよい地域づくりを下支えしていくような基礎的な政策ではないか

と思っておりまして、単なる土地対策といったようなものではなくて、言わば地域づくり

のインフラを整えていくといったような取組、政策であるべきではないかと考えておりま

す。今後本格的な人口減少社会に入っていく中で、ますますそう考えねばならないと思っ

ておりますので、引き続きそのような観点から、今後とも山野目会長をはじめといたしま

す委員の皆様方から御意見、御指導を引き続き賜ればと考えてございます。 
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 さて、本日の議題でございますが、本年度の土地白書の案について御審議いただくほか、

土地政策に関する最近の動きにつきまして、特に所有者不明土地法の先ほど申しました改

正のお話、それから土地基本方針、これの今後の進め方等々を御報告させていただきます。

限られた時間ではございますけれども、この機会に皆様方から様々な御意見を賜れればあ

りがたく存じます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【武藤土地政策課企画専門官】  ありがとうございました。 

 本日の分科会では、土地白書案についても御審議いただく予定でございますので、本来

であれば政策統括官の松本より御挨拶させていただくところではありますが、所用により

急遽御出席できなくなりましたので、政策統括官に代わりまして不動産・建設経済局次長

の吉田より御挨拶申し上げます。 

 吉田次長、どうぞよろしくお願いいたします。 

【吉田不動産・建設経済局次長】  政策統括官の代理で御挨拶させていただきます。 

 我が国のいわゆる土地政策につきましては、私ども国土交通省が取りまとめ役となりな

がら関係省庁、例えば法務省、農林水産省、財務省をはじめとして政府一体となって取り

組んできているところでございまして、本日御審議いただく白書につきましても各省庁の

協力を得て案を作成したところでございまして、土地基本法の規定に基づきまして本日委

員の先生方の御意見を頂戴した上で、政府全体の文書として閣議決定し、国会に提出する

予定としているところでございます。 

 これまで、土地白書におきましては、地価の動向といった毎年の定型的な報告事項に加

えまして、毎年度テーマ章として１章立てて、その時々の重要政策課題について重点的に

記述してきているところでございます。このテーマ章が本日の御審議の中心にもなろうか

と思いますが、本年度は、先ほどの土地政策審議官の御挨拶にもありましたような大きな

動きを踏まえまして、所有者不明土地対策をテーマとして設定させていただいているとこ

ろでございます。 

 具体的な内容につきましては、特に国の立法措置等によりまして対策が本格化してきた

平成３０年以降における各省庁また各地域における様々な取組を紹介するとともに、今国

会で成立しました改正所有者不明土地特措法案につきまして重点的に記述しているところ

でございまして、私どもといたしましては、この土地白書が広く国民の皆様に所有者不明

土地問題、また今回の新たな制度改正について知っていただく、またさらに本日の報告事

項ともなっております、例えば不動産ＩＤのような不動産取引分野のＤＸ化等の取組の紹
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介とも併せまして、広く我が国の土地をめぐる様々な課題でございますとか、またこれを

踏まえた土地政策というものについて幅広い関心を持っていただく、そのきっかけになれ

ばと強く願っておりまして、また白書の発信なり、ＰＲなりにも力を入れていきたいと考

えているところでございます。案の詳細につきましては後ほど担当から御説明申し上げま

すが、委員の先生方におかれましては、様々な御意見あるいは御助言などをいただけたら

大変幸いでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【武藤土地政策課企画専門官】  ありがとうございました。 

 それでは、カメラ撮りはここまでといたしますので、報道関係の方は御退室をお願いい

たします。 

（報道関係者退室） 

【武藤土地政策課企画専門官】  それでは、以降の議事進行につきましては分科会長に

お願いしたく存じます。 

 山野目分科会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

【山野目分科会長】  委員の皆様におかれましては、本日は御出席を賜りまして、誠に

ありがとうございます。お手元にお届けしております議事次第に従いまして議事を進めて

まいります。 

 初めに、議事の（１）でございます。審議事項といたしまして令和４年版土地白書（令

和３年度土地に関する動向（案）及び令和４年度土地に関する基本的施策（案））につきま

して、お諮りいたします。これにつきまして、資料に基づく説明を、横山大臣官房参事官

にお願いいたします。 

【横山大臣官房参事官】  横山でございます。座って説明させていただきます。 

 それでは、令和４年版土地白書（案）の内容につきまして、資料１－２に沿いまして簡

単に御説明を申し上げたいと思います。 

 １ページを御覧いただければと思います。土地基本法の第１１条に基づきまして、政府

は土地に関する動向及び土地に関して講じた基本的な施策に関する報告、並びに土地に関

する動向を考慮して講じようとする基本的な施策を明らかにした文書を土地白書として御

覧の３部構成で取りまとめて、毎年国会に提出しているところでございます。また、同条

におきましては、ただいま申し上げました基本的な施策を明らかにした文書を作成するに

当たって国土審議会の御意見を賜ることとされておりますことから、本日、令和４年版土

地白書（案）について本分科会にお諮りしたところでございます。 
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 １ページにございます第１部の第１章はいわゆるデータ編でありまして、例年不動産市

場等の動向を示す各種データを掲載させていただいております。第１部の第２章は、先ほ

ど吉田次長の御挨拶にもございましたいわゆるテーマ章でございまして、毎年土地に関す

るその時々の話題性のあるテーマを設定して、そのテーマに関連する動向を御報告してお

ります。令和４年版土地白書（案）におきましては、本分科会の企画部会で累次にわたっ

て御議論いただいております所有者不明土地対策等につきまして、最近の取組と関連施策

の動向を御報告しているところであります。それから、第２部、第３部はいわゆる施策の

年次報告でありまして、第２部は昨年度に土地に関して講じた施策、第３部は本年度に土

地に関して講ずることとしている施策につきまして、関係府省の関連施策をそれぞれ幅広

く掲載させていただいております。章立てと各省における主な記載事項を挙げております

ので、お目通しいただければと思います。 

 ２ページ以降では、令和４年版土地白書（案）のうち、データ編とテーマ章に当たる第

１部につきまして、その概要をお示ししております。 

 ２ページをまず御覧いただければと思います。第１章のいわゆるデータ編であります。

まず、地価と土地取引の動向について、上の２つのグラフを御覧いただければと思います。

御案内のとおり新型コロナウイルス感染症の拡大の影響が徐々に薄れつつある中、景況感

の改善もありまして、地価は全体的に前年から回復傾向が見られるところでございまして、

土地取引も２年前の水準で推移したところであります。ただ国内外の来訪客が回復してい

ない地域や飲食店が集積する地域では地価の下落が継続しているなど、個別に見ますと異

なる傾向もあることに注意が必要かと思います。特に左上のグラフにありますように地方

四市以外の人口減少等により土地需要が減退している地域におきましては、地価の下落が

継続しているところであります。 

 次に、土地の資産性に対する国民の意識につきまして、左下のグラフを御覧いただけれ

ばと思います。土地の維持管理コストに対する負担感の増大などを背景として、土地が預

貯金や株式などに比べて有利な資産と考える方の割合が引き続き減少傾向にあるというと

ころが見てとれるかと思います。 

 それから、次に東京都心部のオフィスビルと物流施設につきまして、右下のグラフでそ

れぞれ賃料と空室率の推移を御覧いただけるかと思います。オフィスビルにつきましては、

新型コロナウイルス感染症の拡大を受けましてテレワークの導入が拡大し、自社用オフィ

スビルの売却が大幅に増加するなどオフィスの使用面積が縮小したことなどから、東京都
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心５区の空室率が令和２年の第３四半期以降上昇傾向にありまして、現在はやや頭打ちの

状態でありますけれども、これに伴いまして平均募集賃料も下落傾向にあるところでござ

います。一方、東京ベイエリアの物流施設の空室率は低水準に推移しておりまして、これ

に伴って賃料も高水準で推移したところであります。近年、ｅコマースによる物流施設の

需要が急速に拡大しておりまして、新型コロナウイルス感染予防に伴ういわゆる巣籠もり

需要によりまして、引き続きｅコマースが堅調であることなどが背景にあるものと思われ

ます。 

 続いて、３ページを御覧ください。ここからは第２章のいわゆるテーマ章について御説

明いたします。御案内のとおりでございますけれども、平成３０年に所有者不明土地の利

用の円滑化等に関する特別措置法、いわゆる所有者不明土地法が制定されて以降、所有者

不明土地対策等に関する各般の取組が進んでいるところでございます。令和４年版土地白

書（案）では、まず第１節といたしまして所有者不明土地の利用の円滑化に向けた取組事

例を御紹介しております。上段と左下は所有者不明土地法の制度を活用した事例でござい

ます。左上の地域福利増進事業と申しますのは、説明文にございますとおり特定の所有者

不明土地につきましては、知事の裁定によりまして一定の公共的目的に使用できるという

制度でございますけれども、新潟県の粟島浦村では、この制度を活用しまして高台にある

所有者不明土地を避難場所として利用する予定としているところでございます。 

 上段の真ん中から右でございますけれども、同じく知事の裁定によりまして、通常の土

地収用法の裁決手続によることなく、所有者不明土地を公共事業用地として取得できる制

度を活用したことによりまして、茨城県潮来市、それから山形県酒田市におきまして、高

速道路用地の収用に要する期間の短縮が図られたところでございます。 

 それから、左下でございますけれども、山口県山口市では、土地所有者等の探索に必要

な限度で固定資産課税台帳等に記載されております土地所有者等と思われる方の情報を利

用できる制度を活用しました結果、所有者不明と思われた土地の所有者を見つけることが

できましたため、広場整備のための権利を取得する予定としているところでございます。 

 それから、下段の真ん中から右は、それぞれ農地法と森林経営管理法の制度を活用した

事例でございます。真ん中の香川県東かがわ市でございますけれども、農地中間管理機構、

いわゆる農地バンクが知事の裁定によりまして所有者不明の遊休農地を利用できる制度を

活用しまして、隣接する耕作者に利用権を設定して農地の集積・集約化が図られたところ

でございます。 
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 また、右でございますけれども、鳥取県若桜町では森林の経営管理権を市町村に集積す

る制度を活用しまして、町が所有者不明森林の適正な管理を図っているところであります。 

 続いて、４ページを御覧ください。左上では所有者不明土地の発生を未然に抑制するた

めの取組事例を御紹介してございます。左側は地籍調査の促進でございます。所有者不明

土地の発生を抑制するためには、地籍調査を通じて土地の所有者や筆界などを明確にして、

それを登記簿に反映させることが重要でございます。栃木県の大田原市では、山村部にお

きまして航空レーザ測量により筆界案を作成し、土地所有者の方に現地立会ではなく、集

会場で確認していただくことによって地籍調査を円滑・迅速に行い、その成果に基づく登

記がなされたところでございます。この航空レーザ測量を活用した山村部の地籍調査の迅

速化につきましては、この後の御報告事項の中でも改めて御説明をさせていただきます。 

 それから、右側は低未利用土地の活用でございます。低未利用土地が放置され、所有者

不明土地になる前に適切な利用管理が図られるよう、広島県三原市では県・市・地元住民

などが市内の低未利用土地の利用管理の促進を図ることを目的として協働いたしまして、

追って御説明いたします改正所有者不明土地法に基づく所有者不明土地利用円滑化等推進

法人の設立を目指しているところでございます。 

 それから、左下でございます。令和４年版土地白書（案）では第２節といたしまして、

先ほど市川土地政策審議官の御挨拶にもございましたとおり、先月２７日に成立しまして

昨日公布されました所有者不明土地法の一部改正について御紹介しております。本改正は

御覧の３つの柱で構成されておりますが、これにつきましても、この後の御報告事項の中

でより具体的な御説明を予定しているところでございます。 

 最後に右側でございます。令和４年版土地白書（案）では第３節として関連施策の動向

を御紹介しております。上は新たな国土計画の検討でございます。国土の形成を推進する

ための国土形成計画の全国計画と、国土の利用に関する基本的な事項について定める国土

利用計画の全国計画につきましては、現行の計画はいずれも平成２７年８月に閣議決定を

されました。その後、これらの国土計画を推進していくため、本審議会の計画推進部会に

複数の専門委員会を設けて継続的に御議論いただきました結果、昨年６月に図の中にござ

います国土の長期展望と国土の管理構想を取りまとめていただいたところでございます。

これらの内容を踏まえますと、新たな国土計画の検討を速やかに開始する必要がございま

したので、昨年９月から本審議会の計画部会におきまして、新たな国土計画の策定に向け

た御議論をいただいているところでございます。 
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 それから、下はデジタル技術を活用した土地取引の円滑化の取組でございます。土地・

不動産に関しましては、官民ともに多様な情報が散在している中、あらゆる人が必要な情

報にスムーズにアクセス可能になるよう、地価公示をはじめといたしまして不動産取引価

格、ハザード、都市計画、公共交通等々に関する情報を重ね合わせて表示できるウェブシ

ステム、これを土地・不動産情報ライブラリと呼んでいるところでございますけども、こ

の構築を進めておりまして、令和６年度の運用開始を目指しているところでございます。 

 また、不動産につきましては、住所地番の表記の揺れによって同一物件か否かが直ちに

分からないことがありまして、不動産の仲介や開発、消費者への情報発信等の場面におい

て手間や時間がかかっていることを受けまして、不動産の共通コードとしての不動産ＩＤ

のルールを整備する取組を進めており、本年度から順次運用を開始することとしていると

ころでございます。これにつきましても、この後の御報告事項の中でより具体的な御説明

を予定しているところでございます。 

 甚だ駆け足で恐縮でございますけども、令和４年版土地白書（案）の御説明は以上でご

ざいます。 

【山野目分科会長】  横山大臣官房参事官から、令和４年版土地白書について説明をさ

しあげました。 

 これから、令和４年版土地白書について、分科会の意見のお取りまとめをいたしたいと

考えます。事前に委員の皆様には事務局から説明をさしあげますと共に、お問合せをいた

し、ご意見をいただいたところについて、既に反映されているという報告をもらっており

ます。また、今後の土地白書に関するテーマであるとか土地政策に関する中長期的な観点

からの御意見につきましては、この後ろに用意しております議題（２）のところで報告を

さしあげた上で、それについての意見ということで委員の皆様方のお話を頂戴したいと考

えております。既に御案内したように地籍調査であるとか不動産ＩＤであるとか関心を抱

いてしかるべき話がたくさんありますから、この後の議事（２）のところを期待していた

だきたいと望みます。 

 その上で、ただいまの令和４年版土地白書につきまして、特段の御意見のある方はいら

っしゃいますでしょうか。よろしいでしょうか。大丈夫ですね。 

【事務局】  チャットのほうはありません。 

【山野目分科会長】  それでは、御意見がないようにお見受けいたします。取りまとめ

の手続に進むということにいたします。令和３年度土地に関する動向（案）、令和４年度土
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地に関する基本的施策（案）につきまして、この分科会として意見がないという取りまと

めをし、国土審議会長に伝えるという手順に進むことにいたしたいと考えますが、この段、

よろしゅうございましょうか。御異論がないものとお見受けいたしました。では、そのよ

うに決定し、意見がないという取扱いを国土審議会長に伝えるということにいたします。 

 あわせて、この件に関連してお諮りいたします。国土審議会における手続を了した後、

土地基本法の定めるところに従って、最終的には土地基本法１１条の規定によって土地白

書が国会に報告されます。それのために閣議で決定するという手順が必要でございます。

これから閣議決定、国会報告に向けての作業を事務当局において進めてまいるに当たりま

して、字句、文章表現等につきまして、多少の推敲を必要とすることが生ずる可能性がご

ざいます。その際は分科会長に一任をいただきたいと望みます。この段を御提案申し上げ

ますけれども、お許しいただくことがかないますでしょうか。よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【山野目分科会長】  御意見がないというようにお見受けいたします。では、そのよう

に決定いたします。議事の（１）について審議をいただきました。どうもありがとうござ

いました。 

 続いて、議事の（２）に進むことにいたします。報告事項でございます。土地政策をめ

ぐる最近の動きということについて、幾つかのお話をさしあげてまいります。議事次第に

ありますとおり①から⑥までのお話をさしあげます。まず、資料２の所有者不明土地の利

用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律につきまして、不動産・建設経済

局土地政策課の千葉課長より説明をお願いいたします。 

【千葉土地政策課長】  土地政策課長の千葉でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料２、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正

する法律についてに沿いまして御説明申し上げます。 

 資料２の１ページを御覧ください。この資料は改正の背景・経緯をまとめたものでござ

います。御覧いただきますとおり、平成３０年の関係閣僚会議の立ち上げ、そして、平成

３０年の今回改正をしました所有者不明土地法の制定を皮切りにいたしまして、令和２年

の土地基本法改正、これも大変お世話になりました。令和３年には民事基本法制の見直し

を経まして、関係閣僚会議におきます基本方針に基づきまして、また企画部会で御議論い

ただきました取りまとめに沿いまして今国会に改正法案を提出いたしまして、先ほど来お

話がございますように４月２７日に成立し、ちょうど昨日、５月９日に首尾よく公布され
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たということでございます。今後、公布後６か月以内とされております施行に向けまして

準備をするという経緯でございます。 

 資料の２ページを御覧ください。これは、改正のまさに大本となります昨年１２月２４日

に企画部会で取りまとめをいただいた、見直しに向けた方向性の取りまとめのポイントで

ございます。延べ１０回にわたります企画部会での私ども事務局からの御報告、御説明、

また委員の皆様方の御熱心な御議論を経てまとめられました取りまとめでございます。大

きく３本柱から成ってございまして、１の所有者不明土地の利用の円滑化、２の管理不全

土地の管理の適正化、今回の見直しではとりわけ対応が急がれる管理不全状態の所有者不

明土地への対応、これをまずは措置することが必要だということでございます。３つ目が

課題がある土地に地域一体となって対応するための体制の構築と、こういう３本柱から成

る内容でございました。 

 そして、「おわりに」というところでございますが、今回はとりわけ対応が急がれる管理

不全状態の所有者不明土地への措置を対応したわけですが、所有者が判明しているものも

含めまして管理不全土地全体に対する行政的措置など中長期的な検討を要するものについ

ては、関連施策の施行状況や地方公共団体におけるニーズなどを継続的に分析しつつ引き

続き検討を行うという、そういう「おわりに」という締め方になってございます。今後の

宿題として残っているということでございます。 

 資料の３ページを御覧ください。法案の概要でございます。基本的に企画部会での取り

まとめに沿って法制化した内容となってございます。大きく３本柱から成る予算関連の法

案として立案いたしまして、国会の御審議では全会一致をもって御賛同いただいたという

ことでございます。 

 簡単に御紹介いたします。３本柱から成ってございます。まず、１本目の柱、利用の円

滑化の促進でございます。これは地方公共団体へのアンケート、モデル調査の結果などを

踏まえまして、地域福利増進事業に災害関連施設、再生可能エネルギー発電設備の整備に

関する事業を追加する、あるいは事業期間を一定のものについては１０年から２０年に延

長する、スピードアップを図るために縦覧期間を短縮する、そして地域福利増進事業、そ

れから土地収用法の特例の対象となる土地を拡大する、また、この概要には記載はござい

ませんが後ろの８ページ、後で御覧いただけたらと思いますけども、地域福利増進事業を

実施する場合に事業開始前に一括で供託すべきとされております補償金につきまして、分

割での供託を可能とするとした工夫も盛り込んでございます。 
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 特に対象土地の拡大でございますけれども、これにつきましては、委員でいらっしゃい

ます仁坂知事の和歌山県からも、空き家があるような土地の対象拡大という御要請を受け

たところでございまして、こうした地域のニーズを踏まえた改正事項として今回盛り込む

ことができたものでございます。ここに紹介させていただきます。 

 次に、２本目の柱、災害等の発生防止に向けた管理の適正化につきましては、現場で取

り組まれます市町村長の取り得る手段の充実を図ると、そうした観点から、所有者不明土

地は放っておかれますと災害や周囲への悪影響の原因になる蓋然性が高いといったことを

踏まえまして、御覧のような勧告・命令・代執行制度の創設、また、令和３年改正民法に

より創設されました管理制度、これを市町村長が使いやすくするという特例の創設、また、

所有者探索が肝になりますので、その迅速化を図るために公的な情報の利用・提供を可能

とする措置を導入するといった内容になっております。 

 ３つ目の柱、これは推進体制の強化でございます。現場で取り組まれる市町村による計

画の作成、協議会の設置、地域で活動されております法人の指定制度の創設、計画に基づ

く取組に対する国による財政的支援措置、また、市町村長から御要請があれば、国土交通

省地方整備局の用地部を想定してございますが、その職員を派遣する人的措置の拡充とい

った内容となっております。 

 国会での御審議の状況を、簡単に口頭で恐縮ですけれども御紹介させていただきますと、

ただいま御説明申し上げました３本柱から成ります改正事項に関わる詳細な御質疑は当然

といたしまして、東日本大震災を１つの契機として本格化した所有者不明土地対策を全体

的に振り返るといった御質疑もございました。また、地域住民、地域コミュニティ、地域

で活動されている専門家との連携が大事だよねというお話、また、地籍調査の迅速化の必

要性、これは与野党問わずございました。また、令和３年の民事基本法制の見直しに関す

る御質疑もございました。広範にわたる御質疑があったところでございます。 

 また、衆議院・参議院とも国土交通委員会で附帯決議が付されております。特に今回創

設されます諸制度がとにかく現場でワークするように、実効性あるものとして機能するよ

うにガイドラインなどをつくってしっかり後押しすること。また、協議会に宅地建物取引

業者さん、司法書士さん、土地家屋調査士さんなどの専門家の参画を得て計画を策定する、

それが大事だというお話。また、財政的にも人的にも厳しい状況にあります市町村に対し

まして、国として財政支援などの支援をしっかり検討する。また、参議院のほうですが、

先ほど申し上げました関係閣僚会議の枠組みを当分の間維持いたしまして、縦割りになら
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ないように政府一体となって引き続き総合的に取り組むこと、こうしたことが求められて

いるところでございます。 

 昨日、５月９日に公布されました。今後公布後６か月以内、１１月上旬頃までの間に施

行ということでございますが、その施行に向けた準備はもとより、施行後５年を目途に見

直しをするというサンセット条項も設けてございます。企画部会での取りまとめ、また国

会での御質疑や附帯決議、今後の審議会での御議論などを踏まえまして、関係省庁と連携

しながらしっかり対応してまいりたいと考えております。 

 資料の４ページ以降は御参考として添付しております。後ほど御高覧いただければと存

じますけれども、資料の１２ページ以降では、市町村などの取組を国としてもしっかり支

援していく新たな補助金の創設、用地部職員の派遣、それから、全国１０ブロックでの地

方整備局などの担当官を増員するといったようなことが書かれております。国としてもし

っかり地域をお支えするようにコミットしてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

【山野目分科会長】  昨日公布されたという、できたばかりの法律の紹介をさしあげま

した。したがいまして、実施を適切にするということがこれからの課題になります。後ほ

ど委員の皆様方から御意見、御注意をいただきたいと考えております。恐縮でございます

が、②からあと⑥まで全て説明をさしあげた後で、委員の皆様方からの質問や御意見をい

ただくということにいたします。 

 続きまして、議事次第の②でございます。資料３の土地基本方針の今後の進め方につい

て、引き続き不動産・建設経済局土地政策課の千葉課長より説明をお願いいたします。 

【千葉土地政策課長】  続きまして、千葉でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料３について御説明いたします。土地基本方針の今後の進め方について（案）

でございます。 

 資料の１ページを御覧ください。箱が３つございます。最初の箱の中にございますよう

に土地基本方針は令和２年の土地基本法の抜本改正において制度化されたものでございま

して、今後の施策の基本的な方向性を具体化するものということでございます。昨年のこ

の土地政策分科会で最初の見直しをさせていただいたところでございますが、上の箱の

２番目の四角にありますように、土地基本法上、改定ルールは法定されておりませんで、

社会経済情勢の変化などを踏まえた所要の見直しを適時行うということになってございま

す。 
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 ２つ目の大きな箱でございます。ここで翻って基本的な方針の持つ意義みたいなものを

整理したものでございますけれども、ある分野の政策の基本的な方向性というのは、一般

的に個々の施策の遂行に一定程度の時間を要するといったことを念頭に置いて、ある程度

の時間的な幅をもって定めるべきものではないかと。特に所有者不明土地問題をはじめ土

地関係の事柄を見てみますと、毎年の施策の方向性を示すものとして関係閣僚会議の基本

方針ですとか、それを引用する形での骨太方針というものが存在しておりまして、これら

の間の役割分担も重要な留意点であると考えてございます。こうした以上の点を踏まえま

して先般の企画部会でお諮りしたものでございますけれども、改定の考え方についてとい

うことでまとめさせていただいております。 

 下の箱でございますが、最初の四角にございますように各種の基本計画の改定を踏まえ

て、おおむね５年ごとに改定することを基本としながら、下の箱の２つ目の四角でござい

ますが、一方で、重要な制度改正が実施された場合、社会経済情勢の変化があった場合な

どには５年ごとの改定を待たずに改定することとしたらどうかということでございます。 

 企画部会で御了承を得たところでございますが、２ページを御覧ください。しからば、

次回の改定時期はいつになるのかということでございまして、資料の２ページは関連する

制度ですとか計画の施行時期というのを左から右に時間が流れる形で落とし込んだもので

ございます。御覧いただきたいと思うんですが、まず、上です。令和３年の民事基本法制

の見直し、これは国民の皆様に大きな影響を与えるような見直しでございます。法務省さ

んをはじめ、今施行に向けて段取っているわけでございますが、御覧のように次々と時期

をずらしながら施行されていくというのがお分かりいただけるかと思います。相続登記の

申請義務化は令和６年４月１日、管理不全土地管理命令などの民法改正で手当てされてい

るものは令和５年４月１日、また、よく話題にございます相続土地の国庫帰属制度、これ

は令和５年４月２７日に施行される、住所変更登記の申請義務化は令和８年４月２７日ま

でに施行されるということでございます。いずれにしましても、ここ数年のうちに段階的

に大きな制度改正がスタートしていくことになるということでございます。 

 今回の所有者不明土地法でございます。昨日公布されまして、公布後６か月以内に施行

される、１１月上旬までに施行されるということでございます。改正所有者不明土地法は

施行後５年を目途に必要に応じて見直すとしておりますのは、こうした民事基本法制の見

直しの施行状況も踏まえながら見直すことが適当ではないかと考えたためでございます。 

 また、御参考までですが地籍調査の十箇年計画、これは令和２年度から１１年度までの



 -14-

十箇年計画でございますが、中間年の令和６年頃に中間見直しを行うということになって

ございます。また、国土形成計画、国土利用計画の全国計画、これらはこの６月に中間取

りまとめの公表予定、来年に計画を見直すという見込みでございます。また、社会資本整

備重点計画、あるいは住生活基本計画は御覧のようにそれぞれ令和７年度に計画期間が満

了、あるいは見直し時期に入るという見込みになってございます。 

 こうした関連する制度・計画の施行時期などを横目で見ながら、資料の１ページに戻っ

ていただきたいわけでございますけれども、一番下の四角にございますように土地基本方

針の次回の改定時期は、こうしたもろもろの状況を踏まえますと令和６年頃が想定される

のではないかと考えております。こうした時間軸の中で、企画部会では少なくとも今年度

１年間は委員の皆様方からプレゼンテーション、あるいは関係者ヒアリングなどを実施い

たしまして知見を蓄積させていただきまして、土地基本方針をより充実したものにするた

めの１年になるのではないかと考えてございまして、先般の企画部会で御了承を得たとこ

ろでございます。 

 なお、資料の３ページは参考までに現行の土地基本方針の概要を添付したものでござい

ます。 

 私からは以上でございます。 

【山野目分科会長】  土地基本方針の改定について御案内をさしあげました。世の中に

基本法と名前のつく法律はたくさんありますけれども、見渡したところ、つくっただけで

動いていないような法律もないものではありません。しかし土地基本法は土地政策のガイ

ドとならなければならない大変に重要な法律でありまして、つくりっ放しにするわけには

まいりません。この土地基本法の中に、つくりっ放しでないように動いていかせるための

ツールとして埋め込んでおいたものが土地基本方針でございます。これのリズムについて、

今、審議を積み上げたところを御案内いたしました。１つ前の報告事項の①と併せて①②

につきましては、この分科会の企画部会において審議の御苦労をいただきました。中井部

会長はじめ関係の委員の皆様方に御礼申し上げます。 

 ②について報告をさしあげました。③に進みます。資料４の地籍調査の推進に向けた対

応について、御案内をさしあげます。不動産・建設経済局地籍整備課の佐々木課長から説

明をお願いします。 

【佐々木地籍整備課長】  地籍整備課長、佐々木でございます。よろしくお願いいたし

ます。 
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 資料４の１ページになります。「地籍調査とは」とございますが、御案内のとおり主に市

町村が実施主体となりまして毎筆の土地の境界や面積などを調査しまして、その成果は登

記にも反映されるものでございます。右側は全国の進捗率でございますが、調査対象地域

全体で５２％。そして、下にございます土地区画整理事業等により地籍が一定程度明らか

になっている地域などを除いた優先実施地域で７９％となってございます。 

 ２ページでございます。地籍調査を実施することで、いざ災害発生時の早期の復旧、あ

るいは平時における社会資本整備ですとかまちづくりの効率化といったことなど様々な効

果が創出されるところでございます。特に下にございます、近年は大規模地震の発生の懸

念でありますとか豪雨災害が激甚化・頻発化している実態といったことなどを踏まえます

と、地籍調査の早期実施の必要性が一層高まっている状況にあると認識しています。 

 ３ページでございます。こうした中で地籍調査の円滑化・迅速化を図る観点から、令和

２年に国土調査法等の改正が行われまして、中ほどのフローにございます土地所有者の探

索ですとか土地所有者の現地立会といったものを合理化する新たな調査手続というものを

措置しますとともに、左側でございます、都市部等におきましては官民境界だけを先行的

に調査する街区境界調査という仕組み、あるいは、右側でございますが、山村部等におき

ましてリモートセンシングデータを活用する調査手法といったことなど新たな調査手法を

導入したところでございます。 

 そして、左下でございますが、令和２年度からスタートしました第７次十箇年計画にお

きましては、優先実施地域での進捗率を８７％に引き上げることを目標としているところ

でございまして、今申し上げました新たな調査手続ですとか新たな調査手法というものを

現地で活用を促進していくといったこと、そして、右下にございます調査実施に必要な国

の予算の充実というものを行いながら、調査の進捗の加速化に取り組んでいるところでご

ざいます。 

 ４ページは、御参考までに新手法であります都市部における街区境界調査の実施事例を

添付してございます。 

 そして、５ページには山村部におけるリモートセンシングデータを活用した調査の実施

事例を添付してございます。５ページを補足しますと、航空機からリモートで得ましたデ

ータを基に左側にございますような各種の図面、そして筆界の案というものを図面上で作

成しまして、土地所有者さん等には集会所に集まっていただいて、できる限り現地での調

査・測量をせずに調査を行うというものでございます。右にございますように、大田原市
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の例では約１年前に第１号として調査が完了いたしました。そして今、リモートセンシン

グデータを活用したこれらの手法について、令和３年度には１６市町で活用され、そして

令和４年度には２８市町村で活用予定でございます。 

 ６ページでございます。地籍調査の円滑化・迅速化を図るための地方公共団体、実施主

体への支援といたしまして、国土交通省におきましては専門家ですとか国職員の現地への

派遣、あるいは右側にございますような各種マニュアル等の整備、さらには左下にござい

ます地籍調査による効果発現事例の横展開といったことなどを推進しているところでござ

います。 

 ７ページは、そして今後に向けてでございます。全国の進捗率は優先実施地域で約８割

まで到達しまして、右側の表にございます地籍調査実施市町村数の推移といたしまして、

既に調査が完了した市町村が増えてまいりまして、調査に未着手となっている市町村数が

減少してきているといったことなど、調査が進展してきているところでございます。 

 ただ一方で、右下のグラフにございますが、国土調査法制定時からの地籍調査実績面積

の推移というものを見てみますと、昭和５０年代をピークにその後の調査の実績というも

のは低下傾向にございます。そして、調査が未実施で残っている地域はということになり

ますが、御参考に左下の表を見ていただきますと少しお分かりかと思います。土地が細分

化されて権利関係が複雑な都市部、ＤＩＤ地域でありますとか、対象面積が広大で現地の

事情を知っている土地所有者の方が減少してきていると言われている林地部といった所な

ど、調査に多くの労力を要する地域が多く残っていると認識しています。このため、地域

の状況に応じた工夫を施しながら調査を推進していくことがますます重要になっていくと

考えております。 

 最後、８ページでございます。こうした状況も踏まえまして、今年度におきましては、

これまでに行ってきています市町村等への支援に加えまして、左側にございます自治体キ

ャラバンでありますとかアンケート調査、さらには民間事業者等へのヒアリング等を行い

まして地籍調査全般に関する実務上の課題ですとかニーズといったものを改めて検証を行

いまして、地籍調査の加速化に向けてさらに何をすべきかという検討を行ってまいります。 

 そして、その上で下側でございます。十箇年計画の中間年、令和６年度までに計画事業

量の達成のために必要な改善措置というものを順次講じてまいりたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

【山野目分科会長】  地籍調査について御案内をさしあげました。令和６年度に１０年
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のちょうど折り返し点の中間検証の時期を迎えることになります。そこに向けてもちろん

実施を一所懸命にしていただくことが大切でありますけれども、良い中間検証になるよう、

この分科会としても関心を持っていかなければなりません。これも、後ほど委員の皆様方

から御意見をいただきたいと望みます。 

 続きまして、④に進みます。資料５の不動産取引における書面の電子化につきまして、

不動産・建設経済局不動産業課の井﨑課長より御説明をお願いいたします。 

【井﨑不動産業課長】  不動産業課の井﨑と申します。私からは、資料５に基づきまし

て、不動産取引のオンライン化・デジタル化についての最近の状況について御報告いたし

ます。 

 国土交通省におきましては、不動産取引のオンライン化・デジタル化について、社会実

験を積み重ねながら順次取組を進めてきておりましたが、特に新型コロナウイルス感染症

の拡大によりまして消費者、事業者双方のニーズが飛躍的に拡大したという状況を受けて、

制度面での対応の取組を加速して進めております。 

 具体的には資料５の１ページ目、１枚目にございますように、不動産取引のオンライン

化・デジタル化に関連する制度上のルールといたしましては、左側緑色の部分の重要事項

説明、対面での説明、それから右側の書面での電子交付、この２つについて対応が必要と

なってございました。 

 まず、左側の緑色の部分、重要事項説明につきましてですが、不動産取引を行う際には、

従来は重要な事項について対面で説明するということが原則となっておりました。ここに

つきましては、賃貸取引については社会実験を経て平成２９年１０月から、また売買取引

についても昨年の３月末から本格運用ということで、対面ではなくてオンラインでの説明

ということを制度上もできるようになってございます。 

 また、２つ目のルール、資料の右側の青い部分でございますが、法律上義務づけられて

おります重要事項の説明時や契約締結時の書面交付、これらについて電磁的方法による交

付を可能とすべく、賃貸取引、売買取引双方について従前から社会実験を進めてまいりま

した。この社会実験と並行して宅地建物取引業法、法律を改正いたしまして、一番下の赤

い部分ですけれども、今月１８日、来週ですが施行されることになっております。書面の

電磁的方法による交付について、その施行に当たりましては、これまで行ってきておりま

した社会実験の結果を踏まえて、電磁的方法による交付、提供が適正かつ円滑に行われる

よう政省令、また実施マニュアルを取りまとめ、公表したところでございます。 
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 資料の２枚目はオンラインでの重要事項説明について少し詳しく御説明したもので、こ

ちらについても、下半分にありますとおり円滑な運用に資するよう実施マニュアルを定め

て公表しております。 

 資料の３枚目は書面の電子化の関係で、宅地建物取引業法の改正の概要及び政省令で定

めております内容を記載してございます。 

 資料の１枚目に戻っていただきまして、以上で御説明いたしましたようにオンラインで

の重要事項説明は既に本格的に実施されておりまして、来週５月１８日以降は不動産取引

時の各種書面を電磁的方法により交付することが可能となります。この結果、当然契約す

る方が希望されるということが大前提ではありますけれども、不動産取引の全ての手続を

非対面、非接触で行うことが制度上可能となるということになります。このことによりま

して、例えば空き家ですとか空き地となった実家を処分する場合など、遠方の不動産を取

引する際の移動に要する費用、また時間といったコストの大幅な軽減や、重要事項説明を

オンラインでやることによりまして録画・録音が容易になることによるトラブルの防止、

さらには不動産事業者の業務の効率化など様々なメリットが期待できると考えております。

引き続き施行後の運用状況もフォローしながら、円滑かつ適正な不動産取引の実現を進め

てまいります。 

 資料５の説明は以上になります。 

【山野目分科会長】  宅地建物取引業の制度の関連施策について御案内をさしあげまし

た。こちらのほうは、御案内したように施策の一部が来週１８日から実施されるというも

のが含まれてございます。どうしてもお役所の文書は言葉遣いが法文のとおりになります

から、言いにくいし、聞きにくいですね、電磁的ナントカというように言っているんです

が、平たく言うとデータであります、オンライン等のデータでする局面を増やしましょう

ね、というお話をさしあげたものでありまして、これについても、また皆様方から後刻、

御意見を頂戴したいと考えます。 

 続いて、議事次第の⑤のところに参ります。資料６の不動産ＩＤのルール整備及びＩＤ

の活用に向けた今後の方向性につきまして、不動産・建設経済局不動産市場整備課の鈴木

課長より説明をお願いいたします。 

【鈴木不動産市場整備課長】  不動産市場整備課長の鈴木でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。私からは、資料６に基づきまして、不動産ＩＤのルール整備及びＩ

Ｄの活用に向けた今後の方向性ということで御説明させていただきます。 
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 資料６でございますが、不動産ＩＤルール検討会中間取りまとめ概要とございまして、

こちらのほうは、ちょっと順番が前後いたしますけれども資料の７ページでございます。

昨年の９月に検討会を立ち上げさせていただきまして、この３月下旬に中間取りまとめを

させていただいたものでございます。構成員におかれましては弁護士、学識経験者、各不

動産の関係者の方はもちろんでございますけれども、オブザーバーに各団体の皆様や、も

しくは行政機関といたしましてデジタル庁さんや法務省の民事局さん、それから個人情報

保護委員会の事務局さんなど幅広い方に御参画いただきまして、この中間取りまとめをさ

せていただいたという性格のものでございます。 

 １ページにお戻りください。そもそもこの検討会を立ち上げましてＩＤルールを整備し

ようという課題認識でございますけれども、１ポツ目を御覧いただければと思います。御

承知のとおり、我が国の土地建物いずれも幅広い主体で共通で用いられている番号、ＩＤ

のようなものが存在しておりませんでした。そうしますと、日本国の住所ですとか地番で

ございますけれども、御承知のとおり同じ住所の中に複数の建物が建っていることが多々

ございます。それから、表記揺れでございます。霞が関の「が」が平仮名なのか片仮名な

のか、四ツ谷の「ツ」が入るのか入らないのか等々の表記揺れがございます。そうします

と、そういったものでは同一物件かどうかがすぐには特定できないというような状況にな

ってございました。いろいろな情報を突合したり連携したりというようなときに番号みた

いなものがなくて、突合するときに一々細かいところ、住所だけでは駄目で構造とかそう

いったものも見ていかないと最終的には特定できないという状況でございます。やはりい

ろいろな分野でＤＸとかも言われておりますけども、ＤＸ以前の問題として不動産を一に

特定するようなことができるというような環境整備が必要であろうと。そういうことがで

きればいろいろな情報の突合、活用、連携ですとか、いろいろな的確な情報発信にも資す

るのではないかというような課題認識の下に、この検討会を立ち上げさせていただきまし

た。 

 この中間取りまとめでございますけれども、不動産ＩＤのルールというものを整備する

ということで、この中間取りまとめを踏まえまして、国土交通省におきまして不動産ＩＤ

のルールのガイドラインというものを３月末に策定させていただいているものでございま

す。左側の不動産ＩＤのルールのところを御覧ください。このＩＤでございますけれども、

まず申し上げたいのは、何か新たに国が一から番号を強制的に振るというような性格のも

のではございませんで、何か特定することが必要な場面、特定が望ましい場面で、誰が振
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っても同じような番号になるようなルールをつくろうではないかということで策定させて

いただいたものでございます。 

 そのＩＤに使う番号でございますが、これは当然どなたでもアクセスできる番号で、か

つ信頼性がある番号がいいよねということでございまして、不動産登記簿の不動産番号を

用いようということでございます。４ページに不動産登記簿を御参考ということで載せて

おりますけれども、土地なり建物なりに不動産番号、右上でございます、１３桁の番号が

振られてございます。こちらは、法務省さんのほうで振られている当然重複のない番号で

ございます。ですので、なるべくこの不動産番号を活用していこうではないかということ

でございます。ただ一方で、例えば一筆の土地であったり、戸建ての住宅であったりとい

うことにつきましては１対１対応で不動産番号が振られております。ですから、不動産番

号だけで建物なりが特定できるということになるわけでございます。 

 例えば賃貸マンションということで申し上げますと、１棟といった単位で不動産番号が

付与されてございます。例えば不動産取引を考えますと、賃貸の場面では部屋番号まで特

定しないと特定できたことにはなりません。ですので、そういったものに関しましてはこ

の１ページの左側、不動産ＩＤのルールの例えば③のところでございますが、不動産番号

だけで特定できないものにつきましては４桁の特定コードといったところに例えば部屋番

号、７０３号でしたら「０７０３」という部屋番号を入れるというようなルールを策定さ

せていただきました。このルールに基づくと、どなたでも入れようと思うときに同じ番号

が付与されるということになるわけでございます。 

 このガイドラインを策定するに当たりましては、ＩＤをこのくらい御活用いただくに当

たっての留意点というものも併せて整理をさせていただきました。それがこの右側の活用

に向けた前提（活用の際の留意点）ということでございます。まず重要なところ、①でご

ざいますが、個人情報保護法との関係を整理させていただきました。この不動産ＩＤは不

動産番号を使うということでございます。不動産番号だけでは当然個人は識別できません

が、それを不動産登記簿と照合すれば所有者の識別が可能ということでございますので、

言ってみれば地番ですとか住所と同じような性質を持つものだという整理をしてございま

す。現行の不動産取引実務の範囲内ということで考えましたら、住所地番と同じような取

扱いをする、例えば取得のときは大体不動産事業者においては、あらかじめ取得目的をホ

ームページ等で公表するというような個人情報保護法に基づいた対応をさせていただいて

いるところでございますけれども、そういう対応を講じていればそれでいいということで
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ございますが、さらにそれを超えて活用しようとする場合におきましては、例えばオプト

アウトといったような措置ですとか、個人情報保護法に基づいて適切な対応を講じること

が必要というようなことを整理させていただいてございます。 

 それから、このＩＤでございますが、当然このルールができたからといって、例えば国

が何か強制的に情報を集めるとかそういうようなものではございません。どのように活用

していくかというのは、官民それぞれいろいろな場面に応じた活用をしていただけるのか

なと考えてございます。ですので、この③のところなどを御覧いただきたいと思いますけ

れども、何かＩＤをつけたからといって許諾なく保有している情報が流出するようなもの

ではないというような性格も整理してございます。 

 それから、この左下のほうを御覧いただきたいと思います。ガイドラインとしてまとめ

ましたのはルールですとか留意点といったところでございますけれども、今後これをどの

ように活用していくのかといったことについても検討会では御議論いただいたところでご

ざいます。まずは、不動産に関する様々な情報とＩＤといっているものをひもづけていか

ないとＩＤの活用が進まないということでございますので、まずはひもづけを進めていか

ないといけないよねということを御指摘いただいているところでございます。足元の活用

ということで考えますと、まずは例えば不動産事業者さんは不動産登記簿を日常的に扱っ

ておられます。そういった事業者さんの情報管理ですとか、もしくは各種ポータルサイト

さんにおきましていろいろな情報を登録される際に番号も併せて登録すると。もちろん登

録した番号をそのまま表示するということではございませんが、同じ番号のものは例えば

事業者さんがまとめてポータルサイトに見やすく掲載するというようなことがあれば、見

る側からも便利になるのではないかというような御議論もいただいているところでござい

ます。足元の活用といったところはこういったことが想定されているところでございます。 

 将来的な話といたしましては、この左の一番下でございます。不動産ＩＤと、例えばい

ろいろな地図情報なりが結びついていくということが可能になってまいったらということ

で、少し先の話にはなるんですが、例えばＩＤと位置情報とハザードマップの情報などが

重なれば、その建物が例えば危ない所に入っているのか、いないのかといったようなこと

が容易に検索できるというようなことも可能なのではないかというようなところまで御議

論いただいたところでございます。 

 右側が今後のＩＤの活用に向けたいろいろな課題ですとかを整理させていただいたとこ

ろでございますが、もちろんひもづけを進めていかないといけないよねというのは申し上
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げたとおりでございますが、不動産番号を把握するといったときに、現在は不動産登記簿

を一件一件、例えば３２４円払って取得しないといけないということで、そこがもう少し

本当は確認が簡単にできればいいよねというようなお話があるねという御指摘をいただい

てございます。これにつきましては、別途デジタル庁さんのほうでベース・レジストリの

整備という議論が進んでございます。現在の地番ですとか不動産番号といったようなもの

がベース・レジストリに指定されておりまして、足元すぐというわけではございませんけ

れども、こういったものがベース・レジストリとして整備が進んで官民で活用されやすく

なってくれば、よりこういった不動産ＩＤの活用といったことも進んでいくのではないか

というようなことで、ここは関係省庁が一体となって積極的に検討を進めるといったよう

なことにしてございます。 

 また、先ほど申し上げましたとおり都市計画情報やハザードマップ情報といったものを

きちんと電子的に整理をして、かつ最新の情報に更新していきつつ、また重ねられるよう

なことができればいいと思っておりますので、そういった情報整備というようなことも検

討してまいりたいということでございます。 

 駆け足でございますが以上でございます。 

【山野目分科会長】  不動産ＩＤについて御案内をさしあげました。不動産について共

通の番号を整えるということで、お話がありましたように将来いろいろな工夫を重ねてい

くと、恐らく取引のコストが軽減されていくという施策効果が得られるであろうと考えま

す。これについても、委員の皆様方から後刻、御注意や御意見をいただきたいと望みます。 

 報告事項の最後、⑥になりますが、資料７の地理空間情報活用推進基本計画につきまし

て、不動産・建設経済局情報活用推進課の奥田課長から説明をお願いいたします。 

【奥田情報活用推進課長】  奥田でございます。よろしくお願いいたします。情報活用

推進課として地理空間情報の活用推進も担当しておりますけれども、内閣官房の地理空間

情報活用推進室も併任になっておりまして、政府全体の地理空間情報活用推進に関する政

策取りまとめをやっております。本日は、そちらの立場でまとめました基本計画につきま

して、土地・不動産関連分野を中心に御紹介させていただきたいと思います。 

 資料７でございます。まず、地理空間情報とは何ぞやという、先ほど会長からもお話が

ありましたように非常に硬い言葉で恐縮なんですけれども、いわゆる位置情報と御理解い

ただければいいかと思います。左上にありますように、いつ・どこで・何が・どのような

状態かといったような位置と、それに関連しての時間ですとかその他の情報から形成され
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る情報ということでして、これを高精度に位置を把握することによっていろいろなサービ

スですとか産業での活用というところにつながっていくというものだと認識しております。 

 大きくは、右側にありますように衛星を使ったような測位、正しく位置を図るというこ

と。それから、測った位置情報を地理情報システム、ＧＩＳと言っておりますけれども電

子地図の上にプロットしていきますと、いろいろな情報を重ね合わせて、そこから分析し

たり見やすくしたりというようなことができるといったような２本柱になっておりまして、

左にもう一度戻っていただきますと、平成１９年にできました地理空間情報活用推進基本

法に基づいて、政府全体で推進すべき施策というのを基本計画という形でまとめてきてい

るというものでございまして、昨年度の３月１８日に第４期の計画を閣議決定したという

ところでございます。 

 これまで、例えば衛星測位のための日本独自の準天頂衛星を打ち上げてサービスを開始

するとか、あるいはいろいろそういう情報、データが取れるようになってきたそのデータ

を流通させるようなセンターを立ち上げて稼働するといったような基盤整備を進めてきた

ということと、基盤がある程度確立してきましたので、それを使ったサービスということ

で例えばモビリティ、自動運転車ですとか、あるいはそれを農機のほうでも自動走行シス

テムで使ったりといったようなサービスも始まってきているというところでございます。

社会全体のデジタル化ですとか技術の進展なども踏まえまして、第４期の計画でもこうい

った地理空間情報のポテンシャルを最大限に活用して多様なサービスを創出、提供してい

こうということを目指すとしているところです。 

 全体指針にありますように、どちらかというと今までは静的なある過去のデータを分析

するというようなイメージもあったんですけれども、ダイナミックにリアルタイムなデー

タを、しかもそれをオープンにすることによっていろいろな情報とコネクティッド、組み

合わせて社会課題解決のためのインフラとして使っていこうというようなことが打ち立て

られております。右側にありますように、それを継続性を有するビジネスとして発展させ

ていくということが大事だという段階だと認識しております。 

 そのために、計画の効果的な推進のところですけれども、デジタル庁などとも連携して

政府全体で進めていこうということで、具体的施策としましては次のページ以降で、特に

土地・不動産関係の分野に着目してまとめております。 

 土地に関する多様な情報の提供ですとか情報基盤の整備・充実という取組が、災害対応

それから産業・経済活性化といったテーマごとで多数位置づけられているというところで
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ございます。かいつまんでの御紹介になりますけれども、例えば自然災害への対応ですと、

やはりハザード情報の整備というのは今までも進めてきておりますけれどもさらに進めて

いこうと。ハザードマップポータルサイトの情報を拡充するとか、あるいはその情報をＧ

ＩＳデータとしても提供していくというようなことを進めるとか、右側のまちづくりの関

係ですと、こういったＧＩＳデータも活用してとなりますけれども３Ｄ都市モデルを整備

して、そこでいろいろなシミュレーションをすることによって新たなサービスをつくって

いこうというようなことも進めているところです。 

 下の産業・経済の活性化のところですけれども、先ほど白書のところでも御紹介があり

ました土地・不動産情報ライブラリということで、いろいろな不動産関係の土地関係の情

報について集約して活用していただけるような、見ていただけるようなサイトをつくって

いこうということで、こちらは情報活用推進課としても担当しておりますので、令和６年

度の運用に向けて構築を進めてまいります。 

 それから、先ほど御紹介がありました不動産ＩＤですとか、右側の農地の関係でもｅＭ

ＡＦＦ地図を活用していろいろな申請手続を効率的にやっていこうというようなことも動

いているところでございます。 

 次のページを見ていただきますと、より情報基盤の整備の関係でございますけれども、

先ほど御説明がありました地籍整備も重要な施策として位置づけられておりますし、右側

はまさに基本的な地図でございますけれども電子国土基本図につきまして持続的に提供し

ていくとともに、これも機械判読が可能なベクトルタイル形式での提供といったような形

で時代に即しての提供の仕方というのをやっていくとか、新しいデータとしまして３次元

点群データというところで、先ほどＰＬＡＴＥＡＵ、３Ｄ都市モデルを御紹介しましたけ

れども、３次元地図の整備にも使っていけるようなデータも使っていこうというようなこ

とでございます。 

 それから、下にありますけれども、Ｇ空間情報センターというところがこういったいろ

いろな情報をいろいろな方に使っていただく流通利活用のための情報のハブというような

位置づけになっておりまして、そういったところをしっかり活用していただくように、あ

とほかのいろいろなデータプラットフォームもできておりますので連携も進めていこうと

いうようなことでございます。 

 こういった様々な施策の中でも、次のページになりますけれども特に重要なものという

のを１０個ほどシンボルプロジェクトとして位置づけておりまして、マーカーしておりま
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すように土地・不動産関係の施策につきましても位置づけられておりますので、しっかり

政府全体で取り組んでいるというところでございます。 

 駆け足でございますが以上でございます。 

【山野目分科会長】  委員の皆様方、お気づきのように、ただいま御紹介をさしあげた

地理空間情報の話は、本日、前のほうで御報告をさしあげた③の地籍調査、⑤の不動産Ｉ

Ｄとも関連がございます。もちろん幅広く防災・減災、気候変動などと関連しているとい

うことも御紹介があったとおりです。 

 これについての意見も含め、資料２から資料７まで御説明をさしあげたところについて

意見をいただくというお願いをさしあげるほか、併せて２点、補います。１点目は、それ

に限らず土地政策に関する中長期的な観点からの御意見もおありでしたらおっしゃってい

ただきたいと望みます。 

 もう一点、本日の特段のお願いでありますけれども、今般、政府内において土地白書の

ような法定白書の統廃合、簡素化の話が出ております。今後、土地白書につきましても、

令和５年版土地白書の作成に向けて、今後の土地政策の在り方や方向性などを踏まえなが

ら、どのような観点を踏まえるべきか、テーマ章などをイメージしてどのような題材を取

り上げるかといったことについて、事務局から御議論をお願いしたいという要望があると

ころでございます。これについての意見もお願いいたします。 

土地白書は土地政策に関する政府全体の白書として関係省庁の施策が幅広く取り上げ

られております。広範かつ総合的な土地政策に関するテーマが設定されるよう御意見をお

願いしたいと考えた次第でございます。１年前から議論していただくと、１年後に良い白

書を作ることができます。今日、冒頭の議題でお諮りしたように、土地白書をめぐるカレ

ンダーの期限が間近になってきますと、どうしても手続の面が色濃いお話をお願いするこ

とになりますけれども、そうではなく、ぜひ土地政策分科会においては土地政策の実質を

時間の余裕を持って委員の皆様方に論じていただきたいと考えるところから、先ほどのよ

うな要望も補って申し上げたいと考えますから、御意見がおありの向きは御遠慮なく積極

的に御意見をいただきたいと望みます。 

 それでは、どうぞ御発言をお願いいたします。 

 井出委員、お願いいたします。 

【井出委員】  ありがとうございます。資料４と資料５について質問とコメントがあり

ます。 
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 まず、資料４に関して、地籍調査をしっかり粛々と着実に進めていただけるということ

でありがたいんですが、３ページのところに街区境界調査の創設というところがあります。

ここについて、道路等と民地とのということで、この道路等の「等」というのはみなし道

路、それから位置指定道路といったものも含めてやるのかどうかというのを、すみません、

あまり知らないので教えていただきたいということです。 

 それと、これによって実際のもともとの面積と違う値が出てくる場合が多々あると思う

んですけれども、そうした場合の調整というのはどのようなステップで誰に対して行われ

るのかということと、あと、これから民民の間でも地籍調査みたいなものがもし進んでい

くと、民民であるがゆえにさらに深刻なトラブルになりかねない場合もあると思うので、

そういったことに対する調整をスムーズにするようなガイドラインだったり、仕組みとい

うものはどのように考えていらっしゃるのかというのが資料４についてです。 

 それと、資料５については書類の電子化と、これは非常に進んできてありがたいと思っ

ているんですが、書類の電子化は進んでいっていると思うんですが、実証実験で３ページ

のところに契約締結前に交付というところがあるんですけれども、実際に実証実験などで

はこの契約締結前のどのぐらいの期間のところというその期間、どのぐらい前までにやる

ことが望ましいとかそういった検討はされたのかどうかと。実はいろいろな方が調査をし

ていく上で、もう締結のぎりぎりだとか、本当に前の晩に送ったとか、実際にそういうこ

とも多いらしくて、実際にきちんと読んでいただくためにはある程度の時間が必要だと思

いますが、そういったことは今回の実証実験では配慮されたのかどうか、この大きく２つ

についてお伺いさせてください。 

 以上です。 

【山野目分科会長】  ２点、お尋ねをいただきました。前のほうについて、地籍整備課

長からお願いいたします。 

【佐々木地籍整備課長】  井出委員から御質問いただきまして、ありがとうございます。 

 街区境界調査の対象でございますけれども、道路等と民地と書いてございますが、住居

表示法上のいわゆる街区という概念がございまして、この街区周りをまずは先行的に調査

するという仕組みであり、その場合、通常、周りには道路がありますという考え方でござ

います。ただ、地域によって情勢というのは、今お話がございましたみなし道路とかいろ

いろな状況があろうかと思いますが、そこは街区境界調査として、ここはこうしなければ

ならないというような固定的なルールは必ずしもございませんで、あくまで地籍調査とし
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ての先行的に行う調査でございますので、ある意味では任意に自治体のほうで判断して調

査を行うことができるという考え方でございます。 

 また、面積が従前と異なっていた場合については、これは従来の地籍調査も同様でござ

いますけれども筆界、それから面積というものを正確なものに改めて測り直して、その面

積が違っていたのであれば違ったなりに地籍簿を作成して登記所に送り、地籍調査では登

記上の表題登記の面積が入れ替わっていくという形になります。当然その過程では地形や

地物、その他いろいろな情報を含めて調査し、土地所有者の確認をいただきながら決めた

筆界での面積ということになります。 

 それから、民民トラブルというようなお話がございましたが、これは土地所有者が不明

な場合には筆界案を公告して調査を進められるような新しい法整備も行いましたが、基本

的に民民の間で、お隣さん同士でなかなか御意見が合わないといったような不調に陥るこ

とはどうしてもございます。そのときはどうしても筆界未定という措置にならざるを得な

いわけでございますが、今、法務局、法務省ともよく連携する、連携を深める取組をして

いるところでございまして、調査の過程でできる限り法務局の登記官の御意見を伺えるよ

うな形を取っていることと、それから筆界特定制度という、登記官が「ここが筆界の場所

ですよ」という、言わば宣言をするような法務省さんの制度がございまして、地籍調査の

過程でそういうような調整がうまくいかないようなときには、その調査を実施している自

治体の側でこの筆界特定の申請ができるようなことも今般新たにできるようになりました

ので、そういった活用も図りながら、できる限り筆界未定にならないように調査を進めて

いきたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

【山野目分科会長】  宅地建物取引関連の書面の電子化について、不動産業課長からお

願いします。 

【井﨑不動産業課長】  書面の電子的方法による交付、メール等で事前に書面を送付す

るということですけども、制度上は特に事前ということだけで、何日前にということは決

まっておりませんで、今回の社会実験は何日前に送りなさいというところまでは特に定め

ずに実施いたしました。結果といたしまして、社会実験の結果、説明を受けた方からアン

ケートという形で状況を確認しておりますけれども、事前に送ることについて、何日前に

送っていただきたいというようなところについては、特に社会実験で説明を受けた方から

の御意見としてはございませんでしたが、一方で、メールで送付して画面上で書面を確認
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する上で、どうしても見にくいですとか、そういった御意見をいただいております。これ

らの御意見については、途中の説明で申し上げました実施マニュアルの中で、メール等で

書面を送る際には、例えばハイライトを使うようなことで説明の仕方を工夫したりですと

か、あと、メールで送れるようになりますので、より事前に送りやすくなるというメリッ

トもあるかと思いますので、重要事項説明書についてはなるべく時間に余裕を持って送付

いただきたいということもマニュアルに記載しておりまして、そういったことで対応して

いきたいと考えております。 

【山野目分科会長】  井出委員に、問題提起いただいたことに御礼を申し上げ、ただい

ま事務当局からさしあげた説明について御意見等がおありでいらっしゃることと思います

から、また別途お寄せいただけるようにお願いいたします。 

 なお、民民間の筆界の問題につきましては、地籍整備課長からも少しお話がありました

が、法務省のほうで新しい筆界の見定めの実施要領を定めたところでございますから、そ

ちらについても、お求めがあれば必要に応じ御提供したいと考えます。どうもありがとう

ございました。 

 続きまして、仁坂委員、お願いします。 

【仁坂委員】  ありがとうございます。 

 私は、この審議会に加えていただいて本当にいつも感動しているんでございますけれど

も、国土交通省の土地に関するチームの皆さんは、今の時代に合わせてこの土地という大

変難しい問題をどんどんと新しい方向に改革していただいているということで、本当に感

動しております。 

 特に、これは私の考えなんですが、土地の私的所有権というのが日本ではもう絶対なも

ので、これが恐らくこれまでの日本のいろいろな発展の足を引っ張ったところが結構ある

のではないかなと思います。ただ、経済成長が強くていろいろな桎梏がマーケットメカニ

ズムで解決されてきたというところが少し救いだった時代が続いてきたと思うんですけれ

ども、今はそれがなかなか難しくなっている、人口が減少してマーケットメカニズムで解

決できないような土地の問題が顕在化している中で、この土地の所有権の絶対性というの

にどんどんメスを入れていかなければ日本がよくならないと思う次第でございます。今考

えたら、民法の世界でも、権利の上に眠る者は、その権利は絶対的に保障しないぞという

ようにもともとなっているわけですから、この公的なステータス、土地のステータスに関

しても、もうちょっとどんどん踏み込んでいったらいいのではないかなというように思う
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次第です。 

 そういう意味では、今回法改正されました所有者不明土地法の一部を改正する法律のい

ろいろな工夫とか、あるいはもうじき施行される相続等により取得した土地所有権の国庫

への帰属に関する法律の様々な規定や、あるいは土地のＩＤとか、それからＤＸ、そうい

うところをどんどんと一斉に進めてもらえるというのは本当にすばらしいことだと思いま

す。ただ、現在の法改正においてこれは少しずつ進めていかないといけないので、これに

反対とか、これが問題とかそんなことを言うつもりはないんですけども、将来はもっと進

めたらいいなと、そのように私は思います。 

 そういうことを念頭に、これは現在の制度に文句を言っているわけではなくて、もっと

進めたらいいのにという観点からちょっと申し上げますと、例えば所有者不明土地法の一

部を改正する法律に関しては、例えば２０年間で権利を延長するということになったとき

にまた補償金を払わないといけないわけですけども、２０年間も名のりを上げないでほっ

たらかしにした所有者なる者の権利を、ずっとまた次の２０年も補償してあげないといけ

ないのかねというような感じはすごいするわけです。したがって、次の名のりを上げてい

る人のための補償金は頂くとしても、前の２０年分、こんなものはもう国家が没収してし

まえばいいのではないのというように思う気持ちもございます。 

 それから、所有が不明な場合だけではなくて、所有者は分かっているんだけども、いつ

も言っている原野商法みたいに、権利の上に完全に眠っているか、あるいはもう無関心に

なっているような人たちに、利用するときに一々お願いをしに行かなければいけないとい

うのも大変面倒くさいものですから、これも、例えば未利用であるという場合は、不明土

地と同じような扱いをだんだんとしていくように変えていったほうがいいのではないかな

ということを思います。特に地域福利増進事業に供するような場合は、そういうところで

少し権利関係を横にずらすような形の工夫があってもいいのではないかなと思うわけであ

ります。 

 それから、さらにもっと進めれば、実はこの利用は福利増進事業に将来的には限らなく

てもいいのではないかと。例えば入札する、あるいは競売する、そういう形で新しく利用

したいという人たちに任していくというほうがいいのではないかなというような感じのこ

とも思う次第でございます。 

 以上、将来の課題でございます。 

 そういう意味では、先ほど分科会長からお話がございましたようにテーマ章の変遷とい
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うことのアイデアを申し上げさせていただくとすれば、土地の有効利用を進めるための土

地所有権、あるいは土地利用権との調整というようなことが、今年に似ていますけども１つ

のテーマかなと思う次第でございます。 

 以上です。ありがとうございました。 

【山野目分科会長】  仁坂知事におかれましては、御公務御多用の中を御来臨いただき

まして、貴重な御意見をくださいまして、どうもありがとうございます。来年度の土地白

書のテーマについていただいた提案は、お話を承り、事務局のほうできちんと認識したこ

とと存じます。 

 また、今後の所有者不明土地対策についての貴重な御提言もいただきました。知事にお

かれて御記憶でいらっしゃると思いますけれども、所有者不明土地に関し、今般改正され

た法律を最初につくったときには、実はこの分科会に設けられた特別部会において最初は

使用ができる期間が最大５年ぐらいということでした。それを５年以上というように答申

して、政府において検討した結果１０年にして国会に出して最初の法律ができました。お

そるおそる５年から１０年にいたしまして、それで今後ちょっと様子を見ていこうという

ことで今般２０年にしましたが、ただいま知事から所有権（title）のありかについてもさ

らに考えよという御提言をいただきました。今、この霞が関のほうで座っているお役人の

人たちは、そこまではとても怖くて言えないものです。法制審査において何と言われるか

分かりません。ただし、この分科会において、まさに国土交通大臣の諮問機関においてそ

のような御意見をいただくことがあったということはきちんと議事録に残りますから、今

後お役所の皆さんもチャレンジングにいろいろなことを考えていっていただけるものであ

ろうと想像します。どうもありがとうございました。 

 続きまして、八野委員、お願いします。 

【八野委員】  山野目会長、ありがとうございます。委員の、ＵＡゼンセンの八野です。

労働組合の視点から、生活者、働く者の視点から意見を述べさせていただきたいと思って

います。全部で３点ございます。地籍調査について、それと国土の管理構想に関して、そ

れと土地・不動産情報ライブラリの構築に関してと、この３点について意見を述べさせて

いただきたいと思います。 

 まず、地籍調査についてです。今日も報告がありましたが、令和２年度末時点の進捗率

を見ると調査対象地域で５２％、優先実施地域で７９％となっておりまして、やはり進捗

率の伸びが見られない状況が続いていると思っております。報告でもありましたけれども、
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首都直下地震や南海トラフ地震が３０年以内に高い確率で起こるとされている中、防災や

被災後の早期の復旧復興を図る観点から、国は実施主体である市町村に対し、より人材面

での支援、また白書にも事例が掲載されていましたが、例えば栃木県大田原市のような好

事例を展開することで地籍調査を加速させる必要があると考えています。令和２年度から

スタートした第７次国土調査事業十箇年計画を踏まえつつ、特に災害対策の必要性が高い

地域の地籍調査を重点的に進めていただきたいと考えております。 

 ２点目は、国土の管理構想に関してです。今日も冒頭にお話がありましたが、急激な人

口減少、少子高齢化、過疎化が深刻化する中で、国土の管理構想が令和３年度に取りまと

められ、次期国土利用計画や国土形成計画に反映されるとともに、各市町村レベル、都道

府県、地域レベルでの取り組みが推進されていると認識しています。そういう中で、やは

り地域の主体性を確保した上で、全ての生活者にとって暮らしやすい国土計画、都市計画、

まちづくりを進めていくことが求められていると考えています。今後、国土計画の策定や

土地政策の検討に当たっては、都道府県や市町村の枠を超えたブロック単位や生活圏域な

どの視点も必要になってくるのではないかと考えております。地域事情や生活実態への影

響を踏まえつつ、地域住民の参画の下で丁寧に取り組むようお願いしたいと考えておりま

す。 

 ３点目が、土地・不動産情報ライブラリの構築に関してです。令和６年度からの運用開

始に向けて準備が進められている土地・不動産ライブラリの中には、洪水浸水想定区域、

または土砂災害警戒区域等のハザード情報も表示データに掲載されることが想定されてい

るという報告を受けました。生活者、働く者として見た点では、こうした情報を含め、自

宅や職場を含む地域にどのような災害リスクがあるのかを一元的に知ることができ、非常

に有用な取り組みだと感じております。ぜひユーザーニーズも踏まえながら構築を進めて

いただきたいと考えております。 

 以上、３点を意見として申し上げたいと思います。ありがとうございました。 

【山野目分科会長】  八野委員におかれては、どうもありがとうございました。１点目、

地籍調査につきまして、中間見直しに向けた御提言をいただきまして、そのことに留意し

て中間取りまとめに向けて進めてまいりますから、引き続き見守ってくださるようにお願

いします。御案内したように、今般の十箇年計画で初めて、優先して実施する地域の目標

を設けました。その成績も今のところ悪くはないんですけども、あまり油断するとまたち

ょっと困ったことになりますから、引き続き見守っていただきたいと望みます。 
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 それから２点目、国土形成計画、国土利用計画の全国計画について御意見をいただいた

ところは、本日その担当部局は参っておりませんけれども、そちらのほうに伝達するよう

にいたします。 

 土地・不動産ライブラリについて御意見をいただきました。これについても、今後、今

日御紹介さしあげた不動産ＩＤなどの施策との関連をにらみながら一層充実してまいりま

すから、御意見を受け止めてまいりたいと存じます。 

 八野委員におかれては、どうもありがとうございました。 

 続きまして、木村委員、お願いします。 

【木村委員】  不動産協会の木村でございます。 

 最初に国土交通省からご報告がございましたけれども、所有者不明土地をはじめとして

以前より顕在化してきております土地に関する諸問題につきまして、足元で着実に解決す

るための施策を整えてきていることにつきましては、国土交通省当局に感謝するとともに、

大いに評価したいと思っております。 

 特に所有者不明土地でございますけれども、今回特別措置法の一部改正がございまして、

災害関連施設や再生可能エネルギーの整備促進、あるいは利用困難な廃屋や、朽廃した建

築物が存在する土地への対象の拡大、事業期間の延長、あるいは地域を挙げた取組体制の

支援強化など、ある意味では利用の円滑化、管理の適正化、推進体制の強化ということで

より網羅的にいろいろなことを改正しておりますので、使い勝手が大変よくなってきたか

なと思っております。 

 本改正法案成立後も、引き続き本対策の実効性の向上に向けた検証や見直しが必要にな

ると思いますので、現場で適切に対処が進んでいるか、ここで言う現場とは地方公共団体

でもあり、民間かもしれませんが、これら現場で適切に対処が進んでいるかどうかをしっ

かりモニタリングあるいはヒアリングして、依然課題が残るようなものであれば必要な見

直し等の対応を進めていただきたいと思っております。 

日本の国土を取り巻く状況は非常に変化が厳しく激しくなっておりまして、これまで以

上にスピード感を持って諸問題に対処していくことが求められておりますので、その他

個々の政策に関しても想定スケジュールやマイルストーンといったものを示しながら検討、

議論を進めていっていただきたいと思っております。 

 それから、先ほど山野目先生からお話がございましたけれども、令和５年度の土地白書

のテーマについて一言申し上げたいと思います。皆さん御案内のとおりでございますけど
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も、以前は、総じて土地に対する需要というのは非常に高かったのですが、人口減少や少

子高齢化に伴う、土地の利用ニーズの低下や、地方から都市への人口移動を背景とした土

地需要の減退もございまして土地に対する需要の二極化が進んでおりますので、土地の位

置づけは大きく変化していると言えるかと思います。この点については、この分科会でも

１年前にもちょっと認識されているのではないかと感じております。 

 こうした人口動態の長期的な変化に加えまして、コロナの時もいろいろ言われましたけ

れども、コロナ禍で世の中が変わってくる、土地需要も変わってくるという話もありまし

たし、加えてコロナ禍がＤＸ、デジタルトランスフォーメーションの推進を加速するとい

うのが今の状況でございます。こういったＤＸの進展に伴ってライフスタイルが非常に変

化しており、また、働き方の多様化等の行動変容も見られ、そういうものが土地需要とか

不動産需要に与える影響が非常に大きくなっておりますので、その変化を確認していく必

要があろうかと思います。 

 今後２０年、３０年を見据えた中で、国土利用のグランドデザインや地域の在り方・ま

ちの在り方のグランドデザイン、もしくはモデルイメージといったものを分かりやすく国

民・地域に示していくことが求められていく中で、近年のＤＸ化の進展に伴う土地需要や

不動産市場への影響、あるいは今後に向けた考察をテーマに取り上げることで、国土利用

のグランドデザインを検討していく際の有用な認識合わせとしていくことが必要になるの

ではないかと思っております。大変難しい課題ではありますが、今後に向けた考察の中で、

これから先のニーズの変化、将来の人々の暮らし方、働き方、価値観、あるいは土地所有

とか土地利用の意識とか、特にこれはテクノロジーが変化をもたらすということを１つの

ベースに置きまして、その利用ニーズを考察していただけるとありがたいなと思います。 

 今まではどっちかというと都市と地方の二極対立というか、対立ではありませんが２つ

に分けて考えるということが非常に多かった訳ですが、これからは大都市への集中とか地

方創生といった問題だけではなくて、街あるいは都市が多極化するのではないか、いわゆ

る中都市や小都市みたいな都市が出てくる可能性があると考えており、そういった都市を

どうやってネットワークに組んでやっていくかが非常に大切な問題になってくるような気

がしておりますので、この分科会のテーマではないかもしれませんけれども、そうした点

も含めて少しお考えいただければありがたいなと思っております。 

 以上であります。 

【山野目分科会長】  木村委員から後段でいただきました来年度の土地白書のテーマに
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ついてのアイデアは、大切なお話を頂戴したと受け止めますから、事務局のほうで認識し、

整理に向けての作業を進めてまいります。 

 前段のほうで、昨日に公布に相なりました今般の法律の実施に向けての激励をいただき

ました。実は、その法律に向けての国会の審議などがあって、国の中央の府省、省庁の間

ではこの法律などを活かして所有者不明土地対策をすることが大事ですよね、という熱感

は共有されているというか盛り上がってきていますが、これを地域、地域で行き渡らせる

必要がありまして、これからこの法律の実施として、特に協議会を各地で実施していって、

東京にある国のお役所だけではなくて、各府省、省庁の各地の出先機関の連携もまたつく

っていくということ、このあたりがすごく重要であります。木村委員からいただいた激励

を事務当局において受け止めていると考えますから、御礼申し上げます。どうもありがと

うございました。 

【木村委員】  よろしくお願いします。ありがとうございました。 

【山野目分科会長】  続きまして、池邊委員、お願いします。 

【池邊委員】  ありがとうございます。池邊でございます。 

 今年は、土地利用に関しましては非常に五地域の、白地地域について内閣府のほうでメ

スが入ったということで、今回の土地白書におきましても農地ですとか林地の問題が地籍

調査とともにこの俎上にのっているということは大変ありがたいこととして、感謝申し上

げます。 

 しかしながら、１点、非常に懸念いたしておりますことは、この土地白書の１０年分の

テーマが今日の資料の中に載っておりますが、平成２７年のところで「人口減少社会に対

応した土地利用」というのと、「自然災害の発生の可能性を踏まえた土地利用」という、ま

さに土地利用に関するものが２つあります。私は、来年度の国土形成計画の見直しに向け

てこの辺についてもう一度再検討していただきたいと思って、本日御意見を申し上げます。 

 といいますのは、この土地白書は都市計画ですとかそちらの分野、土地所有ですとか不

動産市場、ＧＩＳというところの分野は以前から、もう２０年来、割合とまとまってずっ

と議論しているんですけれども、国土交通省の中でも河川部門と下水道部門というのは災

害の部分にも入ってきていません。そして、皆さんもうお忘れかもしれませんが、国土交

通省の方はお忘れではないと思いますが、真備町の件でございます。あのバックウォータ

ー現象、あれは人災だと言われております。真備町の土地利用の変遷を見ていけば、明ら

かに人災であるということは分かるわけです。もちろんあれは河川の人災だと私は申し上
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げているわけではなくて、やはり人口増というところにおいて真備町の平地がそういう危

険地であると、危険である自然地であると、危険地である土地、危険を伴った土地の平地

であるということを誰もが認識がなかった、それゆえに起こってしまったことであると。

そのあたりのことが、本来であればこの平成２７年のときに人口減少社会、この頃はコン

パクトシティのことはよく本省でも議論されておりました。ですが、そこの自然災害の中

に河川局のほうでもしやっておられた、あるいは今回の真備町のことを踏まえて、河川局

のほうでもこのような場所がないかということで多分いろいろなシミュレーションを行わ

れたのではないかと私は推察いたします。今回、なぜこのようなことをお話しするかと申

しますと、今回、私も担当させていただいたんですけれども、農林水産省の土地利用のほ

うの様々な土地、改正の法律が進んできまして、新たに農地のほうにも都市部からの人の

定住を受入れようという話にもなってきております。そういったところで人を受け入れた、

ところがそこが何らかのことで二、三年先に真備町のような災害が起きたということにな

りますと、本当に人災のような形になりかねません。 

 ですから、なかなか災害のことというのは地価の下落ということに直結しますので非常

に難しいということは重々承知しておりますが、今回内閣府のほうでメスを入れていただ

いたということをきっかけにいたしまして、国土交通省のほうでも河川局と下水道局との

縦割りをぜひ少しやわらかくしていただいて、土地白書の中にそういう激甚災害に関して

の災害情報といいますかその辺をきちんと入れていただいて、土地白書で言いますと最後

のところの災害情報の共有というところにきちんと河川局や下水道のほうからどういう所

があふれたりする可能性があるのか、これはもう都市でも地方でも同じような危険がある

所があると思われます。ぜひともそのあたり、国土形成計画までにメスを入れていただき、

今回の真備町のようなこと、災害が起きたということだけではなく、税制の中でも３００億

円を超える税金が使われたということも踏まえまして、ぜひともそのあたりのことをきち

んと今後推進していっていただければと思いまして、一言申し上げました。 

 ちょっと耳障りな言い方で申し訳ございませんが、ぜひともよろしくお願いいたします。 

【山野目分科会長】  池邊委員に置かれては、どうもありがとうございます。全く耳障

りのところはありません。全て重要な御指摘をいただきました。 

【池邊委員】  申し訳ございません。 

【山野目分科会長】  政策の中身と土地白書のことについてそれぞれ申し上げますと、

御案内の真備町の災害などを契機として、浸水のおそれのある地域につきましては、御案
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内のとおり法制上、防災集団移転事業をしやすくするような制度整備がされてきたところ

でございます。今般、池邊委員にも着眼いただいたように、本日報告をさしあげたところ

でございますが、地理空間情報の活用の一環として震災想定区域図の作成に活かしていく

といったような政策も意識されているところでございます。そういったものを踏まえて、

それを今後どのように政策の実践面で活かしていくかということが大切ですよ、という御

注意をいただきました。 

 土地白書との関係につきまして、いただいたヒントを踏まえ段取りを事務当局において

検討してまいます。 

 池邊委員におかれては、どうもありがとうございました。 

【池邊委員】  どうもありがとうございました。 

【山野目分科会長】  松尾委員、お願いいたします。 

【松尾委員】  ありがとうございます。特別委員の松尾でございます。私からは、３点

の意見と１点の御質問を申し上げたいと思います。 

 意見の１点目は、本日の資料５、資料６、資料７に関わりますが、不動産取引のオンラ

イン化、不動産ＩＤのルール化、及び地理空間情報の整備についてです。これらは土地の

利用・管理をデジタル化していく上で非常に重要な制度改革であると考えます。人口減少

下、とりわけ地方では土地の利用管理をどうやっていくかということが深刻な課題になっ

ている中で、これまで所有者不明土地対策を中心に関連立法が行われ、昨年の民法・不動

産登記法改正等で制度改革が一区切りつき、今回の所有者不明土地法の改正によってそれ

がさらに充実したと認識しております。今後はそれらも活用しながら、土地の利用・管理

をいかに効率化していくかということが重要な課題になると思われます。その観点から、

今日御報告いただいた資料５、資料６、資料７の不動産取引のオンライン化、不動産ＩＤ、

及び地理空間情報の整備は非常に大きな意味を持つと感じました。これらについては、令

和５年度の土地白書のテーマ章という話もありましたけれども、土地の利用・管理の効率

化という観点から、土地情報のデジタル化をどのように図っていくかということが、テー

マ章としての１つの候補になるのではないかと感じた次第です。また、テーマ章の決定に

ついては、次年度だけではなく、２年、３年先を見越してテーマ章の候補を挙げておいて、

状況に応じて修正・追加するなど、やや中長期的な意識も必要かなと思われます。 

 その観点から、２点目の意見ですけれども、令和４年度土地白書（案）は非常に充実し

た内容で、大変興味深く拝読いたしました。とりわけ、私は７８ページ以下の令和３年６月
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に取りまとめられた国土の長期展望及び国土の管理構想に基づいて、特にローカル、グロ

ーバル、及びネットワークという観点から国土の形成を図っていくこと、そして、国土形

成計画、国土利用計画を来年度に向けて決めていく中でそれらを具体化していくこと、と

りわけデジタル田園都市構想といったような地方活性化をどうやって図っていくかという

ことに記述が充実していることは重要なことであると思い、大変感銘を受けました。こう

いったデジタル田園都市構想をはじめとする地方の活性化ということをどのように図るか

ということが、今回御紹介いただいたデジタル化の方策を活用した１つの実質的な成果と

いうことになっていくのではないかと思いました。したがって、土地白書のテーマ章につ

いても、第１段階、第２段階というものがあるとすると、まずはデジタル化のための基盤

整備を行い、ついでそれを活用して実質的な成果としての地方活性化のために市川審議官

のお話にもありましたが、地域づくりの下支えを実質的にやっていくという段階的な発想

が有効ではないかと感じた次第です。 

 それから３点目は、今回改正になりました所有者不明土地利用円滑化法の改正について

です。同法が多くの方の御尽力によって改正されたということに、敬意を表したいと思い

ます。先ほど山野目分科会長及び仁坂委員の御指摘にもありましたけども、今回２０年に

延長された地域福利増進事業のための利用権について、恐らく今後は都道府県知事の裁定

に基づいて事業者が利用しているときの占有の権利関係ですとか、占有の法的性質をどう

解釈すべきなのかということをきちんと議論していく段階になるのではないかと思われま

す。そのことが、山野目分科会長及び仁坂委員から御指摘のありました、将来的に所有者

不明の状態をどうしていくのかということを考える基礎になるのではないかと考える次第

です。そのこととあわせて、昨年改正された民法によって新たに導入された所有者不明土

地管理人の制度の活用ですとか、それとの役割分担というものを考えながら、ぜひ地域福

利増進事業を実際に使われる制度にしていくということが重要ではないかと思われます。 

 それから、質問ないし確認させていただきたい点は、資料６の不動産ＩＤについてです。

もしかすると私の誤解があるかもしれませんが、この不動産ＩＤというのは、あくまでも

ルール化を図るということ、ＩＤのつけ方についてルールをつくっていくものと理解して

います。したがって、不動産ＩＤについて中央が管理し、情報を蓄積したりということは

ないという理解でよろしいでしょうか。この不動産ＩＤをどのように活用していくのかと

いうことについては、それぞれの利用者に任されるということで、何かオーソライズされ

た正しいＩＤがあるということとは違うものと理解していいかという点を確認させていた
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だきたいと思います。いずれしても、不動産ＩＤの制度化と活用は非常に重要であると私

も考えております。それを用いて様々な土地についての情報を一元的に管理していくため

の重要な制度インフラになると思われます。不動産ＩＤを用いた土地についての様々な情

報、例えば、都市計画の情報、ハザードマップ、その他の地図情報に併せて、土壌汚染の

状況ですとか浄化の履歴ですとか、土地利用の履歴ですとか、そういうことについても不

動産ＩＤを用いて広く情報の集約及び管理に資するという形で用いられていくことがある

とすれば、非常に有効ではないかと感じた次第です。 

 私からは以上です。どうもありがとうございました。 

【山野目分科会長】  松尾委員からテーマ章に関する提案、その他の御意見をいただき

ました。御意見を受け止めることにいたします。 

 また、不動産ＩＤについてお尋ねがあったところについて、既に定刻を過ぎております

から、後日、不動産市場整備課長から松尾委員に別途御案内をさしあげることにいたしま

す。この質疑があったということを議事録にとどめるということにいたします。 

 松尾委員におかれては、どうもありがとうございました。 

【松尾委員】  どうもありがとうございます。 

【山野目分科会長】  委員の皆様方に御案内いたしま。すこの後、熊倉委員、中城委員、

中井委員の御意見をこの順番でお尋ねします。その限度で議事がいささか延びることにな

ります。御海容賜りますようお願いいたします。 

 熊倉委員、お願いします。 

【熊倉委員】  熊倉でございます。ありがとうございます。 

 所有者不明土地問題への取組について提案させていただければと思います。この所有者

不明土地に係る諸法制は、今般の改正でさらに進んだものとして理解しております。この

諸法制の取組の端緒は、亡くなられた保岡先生が取りまとめられた議員懇談会の提言だと

思いますが、私は当時より関わってきた者として、関係者の尽力に敬意を表したいと思っ

ております。 

 と同時に、大事なことは、国民に土地問題についての理解を深めてもらうことがこの諸

法制の効果を生むために必要であり、その取組の具体化を推進していただくようにお願い

したいと思っております。今年度の基本的施策において、第５章の第３節で基本理念の普

及の項において広報活動の強化ということが記載されております。昨年度はポスターコン

テストを始められましたが、例えば、１つのアイデアですが公共広告という形でテレビＣ
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Ｍを活用するなど相続登記の義務化などについて告知する、こういうことをやることによ

って不明土地の予防の強化を図っていく、ここ数年が非常に大事な時期だと思います。こ

ういうことでやっていただくよう、この強化に取り組んでいただきたいということでよろ

しくお願いいたします。 

 私は以上でございます。 

【山野目分科会長】  熊倉委員におかれては、基本理念に関する広報の御意見をいただ

き、ありがとうございました。様々な広報・宣伝について、ただいまの御意見を受け止め

て、政府において考えていくものと思われます。いろいろ法務省と、「そちらで予算を出し

てよ」というような話になるかもしれませんけれども、御意見を踏まえて工夫してまいる

ことになろうと存じます。ありがとうございます。 

 中城委員、お願いいたします。 

【中城委員】  ありがとうございます。松尾委員と重なりますが、不動産ＩＤについて

若干の意見を申し述べたいと思います。 

 資料６の６ページを見ますと大変大きな構想が書かれていて、大変楽しい期待もするの

でありますけれども、一方で、これが何年たてば実現できるんだろうかというようなこと

も思わざるを得ない側面がございます。つまり、今回ＩＤのルールを決めたということで

ありますけれども、それと実装するということは相当距離があると、このように思います。

事実、これまでもＲＥＩＮＳにいろいろな情報を載せようとして社会実験もしたけれども、

正直沙汰やみになっているというようなことですとか、住宅履歴情報にも相当コストをか

けていますけれどもなかなか普及していないというようなことがあろうかと思います。今

般、１３桁プラス４桁のＩＤを振るということについて、誰でもどこでも見られるという

ことでないと意味がありませんので、多分そうなるでしょうということで、では、どこで

それが見られるのか、誰が振るのかという主体の問題であったりとか、そのためのデータ

センターには新たに相当コストがかかるのではないかというような問題もあろうかと思い

ますが、令和４年、今年から一部それに実際取り組むということですが、ちょっと酷な言

い方をすると今回こそは失敗できない、このように思っております。 

 そういう意味で、今日の議事の⑤不動産ＩＤのルール整備及び、後半のＩＤの活用に向

けた今後の方向性ということで、その限りにおいて大変夢のある資料は頂いたと思うんで

すが、一方でやや漠然していて、どうなるのかよく分からないというような、説明責任と

いいますか、ロードマップについてももう少し分かりやすい、あるいは絞り込んだ表現が
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あるとよかったのかなというような印象を持っております。 

 以上です。ありがとうございました。 

【山野目分科会長】  中城委員から、不動産ＩＤについて叱咤激励をいただきました。

不動産ＩＤの話という、このいささか魅惑的な題材は、何かこれのみでも１回分の土地政

策分科会を費やしてやってもよいようなお話です。今日は時間不足であって、委員の皆様

方に窮屈な御審議をお願いしたことをおわびいたします。 

 中城委員からのただいまの励ましはよく理解されるところでありますし、必要があれば、

後で不動産市場整備課長から中城委員にも個別に御説明をさしあげることがあるかもしれ

ません。どうもありがとうございました。 

 中井委員、お待たせいたしました。お願いいたします。 

【中井委員】  東京工業大学の中井でございます。私、企画部会の取りまとめでもござ

いましたので、まずは企画部会で議論させていただきました所有者不明土地法の改正が無

事に公布されたということで、企画部会で熱心に御議論いただいた委員の皆さん、それか

ら取りまとめに尽力いただいた事務局の皆さんに御礼を申し上げたいと思います。 

 それで、今日の資料への意見ということになりますけれども、１つは地理情報システム

がございまして、そちらはそちらで、どちらかというと土地の物理的な特性、土地や建物

の物理的な情報を中心に構築していっているシステムだと、加えて、主に公法的な情報と

いうんでしょうか、例えば都市計画情報だとかそういうものが上に載せられていくような

イメージのものかなというように理解しています。 

 もう一方、今日いろいろ御説明のあった不動産ＩＤをはじめとする所有関係の情報の電

子化も進んでいるんですけれども、これら２つがなかなか連携しているようにはちょっと

見えなくて、今後の課題の中でそういった連携を図っていくということは資料の中には書

いてあるので、ぜひともそれに期待したいんですけれども、そのときに多分非常に重要な

つなぎ役になるのがいわゆる登記所備付地図というものだと思います。これをぜひ地理情

報システムの中でも大変重要な情報としてベースとして使うと、そういうものの上に都市

計画の公法的な情報が載っかってくると、あるいは実際の建物の情報が載っかってくると、

計画をする側からは非常に使いやすいツールになるというように思っておりますので、そ

ういった今日お話のあった地理情報システムと、それから登記簿関係の情報の連携を強く

お願いしたいというのが意見でございます。 

 とりわけ地籍調査のところでは調査が難しい所が後に残ってきているので、その中の



 -41-

１つに大都市部の木密地域というのがあるかと思います。官民境界調査等いろいろな工夫

はされているんですけれども、そういったところの地籍調査はぜひ進めていただいて、予

想される大きな災害への防災に資するようなシステムにしていっていただければなと思っ

ております。 

 それで、もう一つは不動産ＩＤのお願いなんですけれども、これはルールを整備されて、

主に民の側で使っていただくというようなお話だったんですが、主に不動産の取引とか仲

介のときに使われるだろうということは予想できるんですけれども、そうだとすると、そ

ういう取引にはおよそ登場しそうにない、例えば道路の情報とかそういうもののＩＤはい

つまでたってもつけられないというようなことになりかねないのではないかと思って、ち

ょっと危惧しております。実際には道路とどの敷地が接しているかといったようなことが

計画上は非常に重要な情報ですので、地目で言うと公衆用道路ということになるかと思い

ますけれども、そういった公的なものについては積極的にこのＩＤをつけるというような

ことをぜひ考えていただければなと思います。 

 以上でございます。 

【山野目分科会長】  中井委員から、本日さしあげたお話で言いますと地籍整備、不動

産ＩＤ、地理空間情報などに関連する貴重な励ましと御意見をいただきました。いずれも

事務当局において受け止めますとともに、登記所備付地図との連携が重要であるという御

注意につきましては、本日、法務省は来ておりませんけれども、当然、不動産ＩＤその他

は、用いる国土交通省の部局において法務省と連携を取っていることと思いますし、本日

の議事の内容も伝えてもらうことにいたします。 

 なるほど、道路というのはエアポケットかもしれないと感じました。道路は不動産番号

がついている所とついていない所がありますから、それはただいまの御注意も踏まえて、

不動産市場整備課のほうで検討してもらえることと存じます。 

 中井委員には、別して御礼がございます。所有者不明土地法に関しては企画部会におき

まして、本当に御労苦のある審議を中井先生のリーダーシップの下に進めていただいたと

認識しております。深く御礼申し上げます。どうもありがとうございました。中井委員か

ら御意見をいただいたことにも御礼を申し上げます。 

 御意見をおっしゃっていただきたいという御希望をお出しいただいた委員のお話を伺い

ました。議事の（２）はこれで了するということにいたします。 

 改めて本日の審議につきまして、委員の皆様方に御礼を申し上げます。国土審議会の土
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地政策分科会は２つの顔を持っております。１つは、政府が閣議で決定する文書、幾つか

のものについてその準備の審議をするという、かなり公式な手続の色彩の面のある権限を

行使するという側面がございます。もう一つは土地政策の中身を、まさに実質を議論して

検討を深めるということでございます。この両方の点について、本日、委員の皆様方にお

かれましてはいずれも精力的な御審議をいただき、貴重な御意見を賜りましたことに改め

て御礼を申し上げます。 

 進行の不手際により時間が超過し、御迷惑をおかけいたしました。おわび申し上げます。 

 事務当局のほうで進行してくださるようにお願いします。 

【武藤土地政策課企画専門官】  山野目分科会長、ありがとうございました。 

 また、委員の皆様におかれましても、長時間にわたりまして熱心な御審議をいただき、

誠にありがとうございました。 

 本日の資料につきましてでございますけれど、土地白書に関する資料につきましては、

６月中旬に予定しております閣議決定後に公表することとなりますので、それまで資料の

取扱いには御注意くださいますようお願いいたします。また、土地白書に関する議事録に

つきましても閣議決定後の公表となりますので、御了承くださいますようお願いいたしま

す。 

 それでは、以上をもちまして第２６回国土審議会土地政策分科会を終了いたします。本

日は貴重な御意見を賜りまして、誠にありがとうございました。オンラインで御参加いた

だいている皆様におかれましては、画面の赤い受話器のボタンを押して会議から御退出く

ださいますようお願いいたします。本日はどうもありがとうございました。 

 

── 了 ── 


